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１ これまでの行政改革の取組 

 本市は、社会経済情勢の変化や多様化する市民ニーズに対応するため、第１次行

政改革（昭和 60 年度～平成元年度）以降、現行の第６次行政改革（平成 27 年度

～令和２年度）に至るまで積極的に行政改革を推進してきました。 

 第９次厚木市総合計画「あつぎ元気プラン」と同時にスタートした第４次行政改

革（平成 21 年度～平成 23 年度）では、「市民の目線による行政サービスの提供」、

「市民との協働と連携の推進」、「効率的で効果的な体制の実現」及び「経営基

盤の強化」を四つの柱に掲げ、ワンストップサービスの推進や公用車の削減、施

設里親制度の推進などに取り組みました。 

 第５次行政改革（平成 24 年度～平成 26 年度）では、「スリム化した組織の実現」、

「市民との協働の推進」及び「強固で持続可能な経営基盤の確立」を掲げ、委託

化の推進や事務の見直し、市民協働推進条例など 10 の条例の制定、公共施設の再

配置や長寿命化などに取り組みました。 

 第４次行政改革及び第５次行政改革の取組の結果、職員の削減や組織のスリム化

を図るとともに、人件費の削減や事務事業の見直しによる歳出削減に加え、収納

対策の強化等による収納率の向上や未利用地等の売却などの歳入増加に取り組ん

だことで 220 億円以上の効果額を生み出しました。 

 第６次行政改革では、これまでの量の削減を意識した行政改革から、今後の急速

な少子高齢化の進展や人口減少などの社会構造の変化に的確に対応していくため

の体制の整備といった質の向上を意識した行政改革に取り組んできました。 

 「あつぎ元気プラン」の計画期間中において、市民の皆様との協働による効果的・

効率的な行政改革に取り組んだ結果、平成 25 年度に日本経済新聞社が実施した経

営革新度調査1で全国１位の評価を得るとともに、市民満足度調査における「効率

的な行政運営」は、平成 21 年度の 21.5％（33.2％）から令和元年度には 47.6％

（86.5％）と大きく上昇しました。 

※（ ）内は「分からない」・「無回答」を除いた満足度 

【巻末資料】 

資料１ 第９次厚木市総合計画「あつぎ元気プラン」計画期間中の主な行政改革の取組 
 

２ 第７次行政改革大綱策定の背景 
(1) 社会環境の変化 

 我が国は、平成 20 年をピークに人口減少に転じ、人口減少社会に突入していま

す。また、急速な少子高齢化の進展により、経済社会全般に大きな影響を受け

ることが懸念されています。 

 また、今後 30 年以内に 70％程度の確率で発生すると予測されている都心南部直

下地震を始め、地球温暖化に伴う気候変動により大型化している台風や集中豪

雨による洪水・浸水が懸念されるなど、防災・減災への関心が高まっています。 

——————————————————————————————————————————————— 
1 経営革新度調査 日本経済新聞社が全国 812 市区を対象に行政運営の革新度合いを、透明度、効率化・

活性化度、市民参加度及び利便度の四つの要素により調査したものです。 
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 さらに、世界に拡大した新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）

は、経済活動や社会に大きな影響を与えています。 

【巻末資料】 

資料２ 高齢化の推移と将来推計（出典：令和元年版 高齢社会白書） 
 

(2) 国の動向 
 少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少、働く方々のニーズの多様化などの課題に

対応するため、平成 31 年４月に働き方改革関連法を制定し、長時間労働の是正

や多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保など

に取り組んでいます。 

 令和元年５月、総務省が生産年齢人口の減少による労働力の制約や society5.02

における技術発展の加速化を背景に、地方自治体が住民生活に不可欠な行政サ

ービスを提供し続けるために、「スマート自治体3」への転換の必要性を示しま

した。 

 我が国が本格的な人口減少、超高齢化社会を迎える中、社会保障の充実・安定化

と、そのための安定財源確保と財政健全化の同時達成を目指す社会保障と税の

一体改革により、令和元年 10 月から消費税が 10％に引き上げられました。 

 政府は「経済財政運営と改革の基本方針 2020」において、感染症対策を踏まえ

た「新たな日常」の実現を大きな柱の一つとしており、行政手続のデジタル化

や業務プロセスの見直し、マイナンバーカードの利便性の向上、オープンデー

タ化の推進などの次世代型行政サービスの強力な推進が示されています。 

 

(3) 厚木市の状況 

 本市の人口は減少傾向にあり、今後も減少することが見込まれています。また、

年少人口（０～14 歳）の割合は減少傾向で推移する一方で、高齢化率は上昇傾

向で推移することが予測されており、更なる少子高齢化の進展が見込まれてい

ます。 

 本市は、昭和 39 年から普通交付税不交付団体であり、自主・自立の財政運営を

維持しています。しかし、社会環境の変化に伴う社会保障経費の増加や人口減

少等による税収の変動が、直接、予算に影響を与えることから、持続可能な行

——————————————————————————————————————————————— 
2 society5.0 サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムに

より、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）。狩猟社会（Society 1.0）、

農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指

すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱されまし

た。 
3 スマート自治体 総務省「地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及びＡＩ・ロボティク

スの活用に関する研究会」により、次のとおり定義されています。 

(1) 人口減少が深刻化しても持続可能な形で行政サービスを提供し続け、住民福祉の水準を維持する自治

体 

(2) 職員を事務作業から解放し、職員でなければできない、より価値のある業務に注力する自治体 

(3) ベテラン職員の経験をＡＩ等に蓄積・代替することで団体の規模・能力や職員の経験年数にかかわら

ずミスなく事務処理を行える自治体 
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財政運営に向けた取組や災害時等に的確に対応するための備えが必要不可欠と

なっています。 

 人口の増加した昭和40年代から50年代を中心に整備された公共建築物や土木イ

ンフラの更新時期が集中します。そこで、公共施設の計画的な長寿命化と更新

に向けた取組を進めています。 

 厚木バスセンター東側区域である中町第２－２地区周辺に整備する、図書館機能、

科学館機能、市庁舎機能を中心とする複合施設（新庁舎）について、効果的・

効率的な施設整備・管理運営手法などの検討を進めています。 

 強い財政基盤の構築に向け、森の里東地区や酒井地区などにおける新たな産業拠

点を創出するための区画整理事業や都市計画道路などの都市基盤整備に積極的

に取り組んでいます。 

 民間事業者の持つ知識や高い技術力を最大限活用した指定管理者制度・委託化な

どのＰＰＰ4を推進するほか、（仮称）学校給食センターやふれあいプラザなど

について、ＰＦＩ5の手法を用いた施設整備に取り組んでいます。 

【巻末資料】 

資料３ 本市の将来人口推計・人口の将来展望（出典：厚木市人口ビジョン） 

資料４ 本市の年齢３区分別比較率の推移（出典：厚木市人口ビジョン） 

資料５ 本市の市税収入の推移（出典：あつぎの財政状況 2019 年度版） 

資料６ 本市の歳出目的別経費の推移（出典：あつぎの財政状況 2019 年度版） 

資料７ 本市の公共建築物維持管理等費用の推移（出典：公共施設最適化基本計画） 

 

３ 第６次行政改革の成果と課題 
 第６次行政改革では、「強い組織をつくる」、「強い財政をつくる」、「市民と

ともに公共サービス6を向上させる」を重点目標に掲げています。 

 具体的な取組として、「強い組織をつくる」では、ワーク・ライフ・バランス7の

向上に向けた取組を推進したことで、職員一人当たりの時間外勤務時間の縮減に

つなげるとともに、緊急時等における継続すべき行政サービスの提供及び迅速な

復旧体制を構築するために業務継続計画（ＢＣＰ）8を策定しました。 

——————————————————————————————————————————————— 
4ＰＰＰ（Public Private Partnership の略） 公共施設等の設計、建設、維持管理、運営等を行政と民間

が連携して行うことにより、民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的な活用や行政による事業の効

率化等を図るものです。 
5ＰＦＩ（Private Finance Initiative の略） ＰＰＰの一類型であり、これまでの公共事業とは異なり、

公共施設等の設計・建設・維持管理・運営等について、民間の資金や経営能力及び技術的能力を活用して

効率的でかつ効果的に実施し、市民サービスの向上やトータルコストの削減を図る事業手法です。 
6 公共サービス 一般的に行政がサービスを提供する主体とされますが、ここでは、サービスの提供主体

を限定せず、公共の利益の増進に資する行為を表しており、民間企業やＮＰＯなどが提供する公共的な活

動を含みます。 
7 ワーク・ライフ・バランス 働く者の「仕事と生活の調和」という意味です。そのためには企業制度の

根幹である就業形態の多様化（短時間就業等）、残業時間縮減などの働く環境条件を整備していく必要が

あります。 
8 業務継続計画（ＢＣＰ） 災害・事故で被害を受けても、重要業務をなるべく中断させず、中断しても

できるだけ早急に（あるいは、許容される中断時間内に）復旧させる「業務継続」を戦略的に実現するた

めの計画です。 
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 「強い財政をつくる」では、ふるさと納税や広告料収入で 20 億円を超える財源を

確保したほか、市税の収納強化に取り組んだ結果、県内３位の市税の収納率を維

持するとともに、令和元年度から国民健康保険料滞納繰越分の収納一元化に取り

組んだことで収納率が 11 ポイント上昇しました。 

 「市民とともに公共サービスを向上させる」では、新たな公共サービスや企業活

動の活性化につながる市が保有する情報について、ポータルサイトを作成し、150

件のデータを公開するなどオープンデータの推進を図りました。また、行政を補

完・代替・支援する外郭団体の改革を促進するための指導指針を策定し、自主的・

自立的な団体運営の更なる推進に向けた取組を進めています。 

 第６次行政改革の進捗状況は、25 の取組に設定している成果指標の令和元年度の

達成率が 59.3％となっています。 

 成果指標が未達成となっている、組織のマネジメント力の強化や企業誘致の促進、

市民活動充実のための団体等への支援、市民参加による行政評価の実施などの取

組については、今後も継続していく必要があります。 

 

【巻末資料】 

資料８ 第６次行政改革大綱「あつぎ行政経営プラン」令和元年度の取組結果 

 
４ 第７次行政改革の必要性 

 少子高齢化の進展や今後予測される人口減少により、労働力人口や税収への影響

が懸念される中、社会環境の変化に対応した行財政運営を推進する必要がありま

す。 

 市民ニーズの多様化など行政需要の変化に伴って新たに生じる課題や、直面して

いる社会資本の老朽化などに的確に対応し、質の高い行政サービスを持続的に提

供していく必要があります。 

 感染症対策に伴う「新たな生活様式」に合った社会変革が求められる中、感染症

対策で経験したテレワークやオンライン会議などの新たな働き方や、ワーク・ラ

イフ・バランスの確保に向けた取組などの働き方改革を推進するとともに、国が

示す次世代型行政サービスを強力に推進する必要があります。 

 

５ 第７次行政改革大綱について 
(1) 改革を推進するに当たっての基本的考え方 

 少子高齢化の進展や人口減少など常に変化している社会環境に柔軟に対応し、質

の高い行政サービスを持続的に提供していくため、第６次行政改革の理念とし

ていた「未来を見据えた中長期的な経営戦略に主眼を置いた行政改革」を継承

し、次に掲げる事項を重点目標に掲げ、効果的・効率的な行政運営に取り組み

ます。 
 また、重点目標に基づく具体的な取組や数値目標を位置付けた実施計画を策定し、

効果的な行政改革を推進します。 
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【重点目標】 
重点目標１ 強くしなやかな組織づくり 
重点目標２ 強い財政基盤の確立 
重点目標３ 市民協働による公共サービスの向上 

 
(2) 計画の位置付け・計画期間 

 本大綱は、令和３年度からスタートする第 10 次厚木市総合計画に掲げる、「効

果的・効率的な行政運営の推進」を具現化するための計画とします。 
 本大綱の計画期間は、総合計画基本計画の計画期間と合わせ、令和３年度から令

和８年度までの６年間とします。また、実施計画については、総合計画実施計

画の計画期間と合わせ、３年間とします。 
 
(3) 重点目標に位置付ける具体的な取組 

ア 重点目標 1 強くしなやかな組織づくり 
市民ニーズの多様化などにより増大する行政需要や、社会環境の変化に的確に

対応していくためには、課題に対応できる組織づくりとそれを構成する人材の育

成が最も重要となります。そのため、自発的に考え行動できる意欲的な人材の育

成に取り組むとともに、あらゆる課題に柔軟に対応することができる強くしなや

かな組織づくりを進めます。 
 

(ｱ) 職員の能力向上 
 職員は、人材育成基本方針に掲げる職員像の理念「市民の皆様や地域への

貢献を最優先に考え意欲と情熱をもって職務に取り組む職員」を常に意識

し、能力開発の向上に取り組みます。 
 各種研修の充実や職員が積極的に研修を受けることができる環境づくりな

どの人材育成に取り組むとともに、人事評価制度の効果的な運用や幹部職

員のマネジメント力の強化を図り、職員のモラールとモチベーションの向

上に取り組みます。 
 特に、技術職員については、国や県、専門機関等が実施する研修への参加

機会の充実を図るとともに、業務に関連の深い資格を取得するための研

修・試験費用の助成について検討を行うなど、能力向上に取り組みます。 
 

(ｲ) 持続可能な組織体制の構築 
 社会環境の変化等に応じて組織体制・執行体制を柔軟に見直すほか、適材

適所の人員配置や適切な定員管理による人材確保を図るなど、持続可能な

組織体制・執行体制の構築に向けた取組を推進します。 
 高い専門性が求められる技術職の確保に向け、民間のノウハウを持つ社会

人の採用を進めるほか、豊富な知識や経験を持つ再任用職員の適正な配置

を行います。 
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 災害時等における円滑な業務執行を図るため、実効性の高い業務継続計画

（ＢＣＰ）として見直しを行います。 
 

(ｳ) 生産性の向上・業務の効率化 

 職員の長時間労働の是正や休暇取得の促進などのワーク・ライフ・バラン

スの確保に向けた取組と働き方改革を推進し、生産性の向上を図ります。 

 先進的なＩＣＴであるＡＩ9やＲＰＡ10の導入など、スマート自治体の実現に

向けた取組を推進することで、業務の効率化を図ります。 

 「新たな生活様式」を踏まえ、業務プロセスの見直しや行政手続のデジタ

ル化を推進することで、市民の皆様の利便性の向上を図ります。 

 新庁舎の建設を見据え、総合窓口や執務環境の整備について検討を進めま

す。 

 

イ 重点目標２ 強い財政基盤の確立 
質の高い行政サービスを持続的に提供していくため、高い財政力指数に示され

る強い財政を維持するとともに、積極的な財源の確保に努めるなど持続可能な強

い財政基盤の確立を図ります。 
 

(ｱ) 事業見直しの徹底 

 これまで以上に「選択と集中」を意識した事業の見直しやスクラップ・ア

ンド・ビルドを推進するとともに、業務プロセス改革（ＢＰＲ）11の手法を

用いた業務執行の見直しを行うなど、歳出の抑制を図ります。 

 事業の効果や必要性を検証するための事務事業評価や市民参加型外部評価

を実施し、評価結果を踏まえた事業の見直しを行います。 

 証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）12の考え方を取り入れるなど、これまで

以上に成果を重視した予算編成に取り組みます。 
 

(ｲ) 歳入の確保 

 国や県からの補助金等の確保に努めるとともに、ふるさと納税や広告掲載

事業などの自主財源の確保に向けた取組を、引き続き積極的に推進します。 
 新たな産業用地を創出するための区画整理事業などの都市基盤整備を行う

ことで積極的な企業誘致を推進するとともに、既存企業の経営基盤の安定

化・強化を図ることで、持続可能な財政基盤の構築につなげます。 
——————————————————————————————————————————————— 
9 ＡＩ（Artificial Intelligence） 人間の知的ふるまいの一部をソフトウェアで人工的に再現したもの

です。 
10 ＲＰＡ（Robotic Process Automation） 定形作業などをソフトウェア型のロボットが代行・自動化す

る概念です。 
11 業務プロセス改革（ＢＰＲ）（Business Process Re-engineering の略。） 目標を達成するために、

既存の業務内容や組織構造、業務フローを再構築することです。 
12 証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）（Evidence-based Policy Making の略。） 政策の企画をその場限

りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化した上で合理的根拠（エビデンス）に基づくものと

することです。 
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 市の債権を確実に収納するための適切な債権管理や滞納対策に取り組むと

ともに、市民の皆様の利便性向上を図るための新たな納付手段の導入を検

討します。 
 

(ｳ) 公共建築物の最適化・市有財産の有効活用 

 公共建築物の長期維持管理計画基本方針に基づき、計画的な改修による長

寿命化を図ります。 

 持続可能な行財政運営及び良質な行政サービスを次世代に引き継ぐため、

公共施設最適化基本計画に基づき、適正な規模での更新や施設の複合化・

集約化・多機能化、市有地の売却、施設の廃止などの公共建築物の最適化

に向けた取組を推進します。 

 施設利用者のニーズを踏まえた施設運営に取り組むとともに、行政財産目

的外使用許可の見直しや公共施設駐車場などの市有財産の有効活用につい

て検討します。 

 

ウ 重点目標３ 市民協働による公共サービスの向上 

公共サービスを向上させるため、多様な担い手との連携を図るとともに、これ

まで推進してきた市民の皆様との協働によるまちづくりを進めます。 

また、社会環境や行政需要の変化に応じた公平な行政サービスの確立を図りま

す。 

 

(ｱ) 更なる市民協働の推進 
 更なる公共サービスの向上を目指し、地域が抱える様々な課題解決のため、

市民活動団体と市が協働で事業を実施するなど、市民協働によるまちづく

りをさらに推進します。 
 

(ｲ) 多様な担い手とのパートナーシップ 
 自治会を始めとする地域コミュニティ団体やボランティア団体などの活動

を支援するため、団体と行政との関わり方の見直しを行うとともに各種補

助金などの財政的支援や幅広い世代がボランティア活動に参加しやすい環

境の整備などに取り組みます。 

 民間活力を活用した指定管理者制度・委託化やＰＰＰ・ＰＦＩの手法を用

いた施設整備・管理運営を推進するなど、多様な担い手とのパートナーシ

ップによる公共サービスの向上に取り組みます。 

 

(ｳ) 公平な行政サービスの確立 

 市民ニーズが多様化する中で、公の施設の負担の公平性を確保するために、

定期的に行ってきた受益者負担の見直しを継続的に行います。 
 補助金や助成金などについて、必要性や効果を検証し、制度の見直しを行

います。 
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(4) 達成指標・数値目標 

本大綱計画期間の最終年度となる令和８年度の達成指標・数値目標を次のとおり

定めます。 

達成指標 
現状値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和８年度） 

職員アンケート「職務遂行能力が向上している」

と感じている職員の割合 
  

市民アンケート「行政改革の取組が推進されてい

る」と感じる市民の割合 
  

※「市民アンケート」とは、市からの協力に応じていただける市民を行政改革評価モ

ニターとして依頼し、実施計画に位置付ける取組の進捗状況を踏まえ、行政改革の

取組が推進されているか評価していただくものです。 
 
 (5) 行政改革取組の推進 

 本大綱の推進に当たっては、まちづくりの主体である市民の皆様とともに、「誰

一人取り残さない」社会の実現を目指した、2030 年（令和 12 年）を期限とする

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）13の理念を意識して、協働で取り組みます。 

 庁内組織である行政改革推進本部を中心に、全庁を挙げて取組を推進するととも

に、附属機関である行政改革調査委員会において点検・評価を行います。 

 
(6) 取組の公表 

市民の皆様に、行政改革の目的を説明し、取り組んだ結果がどうなったかという

ことを明確にすることが重要です。そのため、大綱の取組の進捗状況と効果等につ

いて、広報紙や市ホームページ等を通じて公表します。 
 
(7) 大綱の見直し 

行政改革は、社会環境の変化等に合わせた取組を推進する必要があることから、

随時、新たな取組に着手するほか、柔軟性と機動性を持って本大綱の見直しを行い

ます。 

 

——————————————————————————————————————————————— 
13 持続可能な開発目標（ＳＤＧs）（Sustainable Development Goals の略。） 2015 年（平成 27 年）９

月の国連サミットで採択された 2030 年（令和 12 年）を期限とする国際目標で、持続可能な世界を実現す

るための 17 の目標と 169 のターゲットから構成されています。「誰一人取り残さない」社会の実現を目指

し、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に、総合的に取り組むこととしています。 
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巻 末 資 料 
 
資料１ 第９次厚木市総合計画「あつぎ元気プラン」計画期間中の主な行政改革の取組 
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資料２ 高齢化の推移と将来推計（出典：令和元年版 高齢社会白書） 
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資料３ 本市の将来人口推計・人口の将来展望（出典：厚木市人口ビジョン） 
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資料４ 本市の年齢３区分別比較率の推移（出典：厚木市人口ビジョン） 
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資料５ 本市の市税収入の推移（出典：あつぎの財政状況 2019 年度版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料６ 本市の歳出目的別経費の推移（出典：あつぎの財政状況 2019 年年度版） 
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資料７ 本市の公共建築物維持管理等費用の推移（出典：公共施設最適化基本計画） 
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資料８ 第６次行政改革大綱「あつぎ行政経営プラン」令和元年度の取組結果 
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第７次厚木市行政改革大綱（原案） 
令和２年８月 
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